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所｣ ｢零細企業｣6 の存在こそ､ 中小企業問題
の核心であると筆者は考えている｡
また 1990 年代以降のバブル経済崩壊以降















D 実習生 (※Dが Eの上位に位置するのは､ Dが法的に労働者性が認められているからである｡)
E 請負 (法的には労働者としての保護はない)
F 研修生 (法的には労働者としての保護はない)
他の属性として､ ｢外国人｣ ｢女性｣ ｢障害者｣ などがあるが､ これらはA～Fと複合的な形で含まれる｡
[トヨタ関連企業の階層性] 図の①②③④⑤⑥
① トヨタ自動車本体
② トヨタグループ企業 (13 社にダイハツ・日野ならびに北海道・東北・九州の別会社)
③ 協豊会企業 (①＋②③は第一次企業集団として扱う)
④ 下請け企業群 1 (第二次企業集団③と④にはごく少数ではあるが重複する企業もある)
⑤ 下請け企業群Ⅱ (第三次企業集団)
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のもっとも新しい資料は ｢平成 19 年版｣ で
あり､ 現在の実態とは少しはずれているかも
しれないが､ このデータを参考資料の 1つと



































中小企業は 2 億 960 万円に対し､ 大企業は 2



































































































































































計 100 48.4 35 8.9 71.8 18.5 40.5 0.6 2 30.9 94.5 14.6
1,000 人以上 100 66 82 32.1 80.7 57.6 56.7 2.2 15.4 57.4 99.2 46
300～999 人 100 62.7 64.3 15.8 73.9 36.5 47.8 1.4 5.7 44.6 98.7 27.7
100～299 人 100 54.1 45.3 8.5 75.3 22.7 47.2 0.9 2.8 39.4 97.2 17.6
30～99 人 100 44.6 27.4 7.6 70.2 14.1 37.1 0.4 1 26.1 93.1 11.3
鉱業 100 37.4 37.4 14.5 71.3 15.9 29.9 3.2 4.5 22.3 87.2 16.4
建設業 100 49 47.6 13.3 66.8 14 38.6 1.2 1.5 30.6 96.5 13.7
製造業 100 51.1 32.2 7.8 69.6 17.8 43.3 0.2 1.5 34.2 94.8 14.6
電気・ガス・熱供給・水道業 100 56.4 53.3 27.7 81.6 35.8 51.3 0.6 10.1 46.8 95.6 29.9
情報通信業 100 56.1 38.2 15.2 77.9 41.6 50.4 1 8.9 40.4 97.5 19.4
運輸業 100 30.1 22.3 2.2 67 11.3 34.5 0 0.2 27.7 93.6 12.5
卸売・小売業 100 56 34.2 7.9 76.1 15.1 36.8 0.4 0.9 24.6 95.2 15.1
金融・保険業 100 62.5 56.4 24.7 88.1 47.9 57.3 1 11.4 55.3 95.7 37.7
不動産業 100 60.3 36.7 14.1 79.7 29.4 52.8 0.3 2.5 41 98.8 13.8
飲食店､ 宿泊業 100 47.1 57.7 5.7 71.5 12 33 1.5 0.3 18 91.8 12.3
医療､ 福祉 100 34.8 7.6 3.5 77.2 2.5 44.5 2.5 0.2 34.3 88.1 5.7
教育､ 学習支援業 100 43.8 16.8 6.5 71.4 9 41.3 8.1 2.2 24.2 88.6 8.5
サービス業 100 43.2 37 12.3 73.4 25.7 41.4 0.8 3.8 33.2 92.9 14.9
(他に分類されないもの)
(参考) 2005 年 2000年 2000年 2000 年 … 1983年 … … 1972 年 …
43.8 41.2 11.8 72.9 1.2 95.3
厚生労働省 『平成 19 年就労条件総合調査結果の概況』 表 18 より 2010. 8. 20 閲覧
http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/jikan/syurou/07/3c.html#top
複数回答 (単位：％)
がある割合は､ 中小企業 48％に対し､ 大企
































































































































計 28.6 34.6 47.3 12.4 57.3 25.5 8.2 38 3.6
1,000 人以上 70.9 63.2 77.6 49.2 88.5 76.7 21.8 60 5.1
300～999 人 55 55.5 65.8 32.6 83.1 52.4 11.3 48.5 4.4
100～299 人 35.8 43.8 56.5 18 69.9 35.7 10.1 42 4.1
30～99 人 22.4 28.8 41.7 7.4 49.9 18 6.8 34.9 3.3
鉱業 32.3 38 51.4 14.5 56 24.1 10.2 27.3 3.2
建設業 29.9 22.5 76.3 8.6 60.5 27 7.4 16.6 2.2
製造業 26.7 40 48 12 62.5 25.2 8 57.2 3
電気・ガス・熱供給・水道業 51.3 58.2 75 46.6 78.9 29.8 16.3 43.9 6.7
情報通信業 57.9 71.2 71.1 33.1 73.9 40.2 11.1 24.8 10.9
運輸業 13.4 24.8 32.5 4.4 37.5 18.9 7.9 24.4 5.1
卸売・小売業 32 32.9 37.4 11.9 63.3 30.8 10.1 28.9 2.6
金融・保険業 71.9 48.1 78.5 41.9 80.2 63.9 19.6 48.3 4.5
不動産業 41.3 29.1 60.4 17.8 57.7 30.5 12.6 19.8 6.8
飲食店､ 宿泊業 15.6 25.3 33.9 4.9 45.7 10.4 4.1 85.6 2
医療､ 福祉 15.8 22.7 48.4 2.2 28.3 7.4 3.2 27.5 2.9
教育､ 学習支援業 27.7 33.1 35.2 11.9 46.7 13.9 1.4 27.2 3.3
サービス業 29.8 32.1 44.6 15.4 50.7 22.7 7.1 26.8 3.6
(他に分類されないもの)
(参考) 2002 年 2005 年 2005 年 … 2003 年 2002 年 …
26.1 41.2 13.9 54.5 6 27.3




図表 3 大企業と中小企業 データからみる格差
区 分 項 目 調査年 単位 中小企業 大企業 大企業との格差
一般
非正社員の割合 2009 年 ％ 34.2 34.5 ▲0.3
大卒求人倍率 2010 年 ％ 3.63 0.55 3.08
福利厚生費
福利厚生費 08 年度 千円・円 28.4 98.9 ▲70.5
売上高における福利費割合 08 年度 ％ 1.47 1.47 0
従業員給与に占める福利費割合 08 年度 ％ 12.4 21.1 ▲8.7
所得・貯蓄
生涯賃金・高卒・男子 2007 年 百万円 209.6 289.4 ▲79.8
純貯蓄現在高・勤労者世帯 2008 年 万円 482 622 ▲140
住宅手当
住宅手当実施率 2009 年 ％ 47.1 58 ▲10.9
住宅手当額 2009 年 円 26,989 34,110 ▲7,121
家族手当
家族手当実施率 2009 年 ％ 61 70 ▲9
家族手当額 (配偶者＋子二人) 2009 年 円 21,223 31,311 ▲10,087
遺族・遺児育英年金実施率 2009 年 ％ 12 59 ▲47
労働時間､
休日・休暇
完全週休 2日制適用労働者率 2009 年 ％ 53 85 ▲32.5
年間休日 120 日以上の企業割合 2009 年 ％ 32.4 54.3 ▲21.9
年休取得率 2009 年 ％ 46 54 ▲7.7
リフレッシュ休暇実施率 2009 年 ％ 23.7 38.5 ▲14.8
WLB
WLBがとれている企業割合 2008 年 ％ 19 20 ▲1.6
WLBがとれている従業員割合 2008 年 ％ 21.3 18.1 3.2
母性保護
産前産後休暇有給実施率 2009 年 ％ 32 45 ▲13.6
育児時間・有給実施率 2009 年 ％ 33.2 54.5 ▲21.3
育児休業・
子育て支援
育児休業実施率・女性 男性 2009 年 ％ 89.2 1.36 90.1 1.23 ▲0.9 0.13
育児休業期間・法定超の割合 2009 年 ％ 15.4 52 ▲36.6
介護休暇
介護休暇取得率・女性 男性 2008 年 ％ 0.12 0.02 0.1 0.02 0.02 0.0
介護休業期間・法定超の割合 2008 年 ％ 25.4 52 ▲26.6
年金・老後保障
退職年金がある企業割合 2008 年 ％ 48 75 ▲27.0
定年退職金・大卒 2008 年 万円 2,192 2,475 ▲283
定年退職金・高卒事務技術 2008 年 万円 1,993 2,231 ▲238
定年退職金・高卒生産 2008 年 万円 1,629 1,989 ▲360
厚生年金基金実施率 2009 年 ％ 34 34 0
確定給付・適格年金実施率 2009 年 ％ 28 56 ▲28
確定拠出年金実施率 2009 年 ％ 13 46 ▲33
中小企業退職金共済実施率 2009 年 ％ 23 1 22
退職後医療保障実施率 2009 年 ％ 9 32 ▲23
資産形成 社内預金実施率・財形貯蓄実施率 2009 年 ％ 5 10 ▲4.8
社宅・独身寮
社有社宅保有企業の割合 2009 年 ％ 23 63 ▲40.3
借り上げ社宅ありの企業割合 2009 年 ％ 25 76 ▲51.2
カフェテリアプラン カフェテリアプラン実施率 2009 年 ％ 4 25 ▲20.3
法定外給付
法定外労災補償実施率 2009 年 ％ 67 82 ▲15.2
私傷病休職実施率 2009 年 ％ 61 88 ▲27.1
社会保険料の本人負担の軽減実施率 2009 年 ％ 21 28 ▲8.2
健康保険負担法定外実施率 2009 年 ％ 16.8 46 ▲29.5
メンタルヘルス対策実施率 2009 年 ％ 36 75 ▲38.9


















































































や装置類､ 建築土木､ 物流関連など､ ボディ
設備部会 34 社とユニット設備部会 36 社､ 設







































































は､ かつてはトヨタの ｢二次下請｣ といわれ
ていた企業群であり､ その実態についてみた




A 社は､ 資本金 1,000 万円､ 従業員数 45







1963 年 4 月に創業､ 1965 年 5 月には 2000
GT のボデー部品製作をおこなっており､
1967 年 4 月には旧荒川車体工業㈱と取引を
開始しており､ 1979 年 9 月に株式会社に変
更している｡ 1967 年 5 月には新工場稼動
(本社工場)､ 1994 年 7 月には組付工場増設､
1999 年 2 月には倉庫の増改築を行っている｡
B 社は､ 資本金 1,000 万円､ 従業員数 28


























一次企業集団の 8割程度であり､ 賞与は 5割
程度である｡ 退職金も 4割程度である｡ 中小








































































な ｢企業福祉｣ 施策は､ 1970 年代後半に確
立された労働組合主導の ｢福祉ビジョン｣ を
抜きしては語れない｡ 日本的労使関係を側面











し､ 新たな ｢企業福祉｣ 施策を検討すること
となった｡ この論議は､ 労使間で 1990 年代
半ば以降繰り返しおこなわれてきた｡
その際トヨタでは､ ｢企業福祉｣ は､ よき
人材確保のために不可欠だという認識があり､
安易にコスト削減をめざすために ｢福利厚生
の廃止｣ や ｢賃金化｣ には向かわなかった｡
少なくともこの企業が､ 従業員のニーズから



































大していく場合､ 広義の ｢企業福祉｣ として
選択型福利厚生の中に組み込まれていくこと
は否定できないであろう｡
トヨタ自動車では､ 2004 年 10 月から ｢ポ
イント制退職金制度｣ を導入したが､ これも
ウェルチョイス､ DC の導入に続く､ トヨタ
の新たな ｢企業福祉｣ 施策再編の 1つである｡
この施策も総額人件費管理の意図はあるが､
年功的な要素に加え､ 頑張りややる気を基本
とした ｢業績主義的｣ 要素を加味し､ 新たな
人事施策の一環として導入している｡
従業員ニーズの変化に対応するという意味







がある｡ また ｢次世代支援育成法｣ の制定な
どの影響もあり､ 最近日本経団連でも強調す












し､ 広大な行政範囲 (2005 年 4 月から､ 人


















































































｢所属｣ する従業員は､ 下位企業集団に ｢所


































































る｡ ①－A ②－A ③－A の労働者は､ かつ
てほどではないにしろ､ それでも現在でも


















が 20 人以下の事業所を ｢小規模企業者｣ と定










9 図表 3 労務研究所 『旬刊福利厚生』 No.
2048､ 2010 年 6 月 8 日号を参考に筆者作成
10 WLB､ ワーク・ライフ・バランス (Work-
life balance) とは､ 近年話題になった用語だ


















会社 (1992 年創業)､ トヨタ自動車北海道株
式会社 (1992 年創業)､ トヨタ自動車東北株
式会社 (1998 年創業) も含めて広義の ｢トヨ
タグループ｣ と位置づけることもある｡
12 愛三工業､ 協豊製作所､ ジェータックス､ セ
中小企業の企業福祉 75
ントラル自動車､ 豊臣機工､ トヨタテクノク
ラフト (TTC) などである｡ これらの企業群





13 協豊会HP 2010. 8. 20 閲覧
http://www.kyohokai.gr.jp/
14 愛知県労働組合総連合が発行する機関誌によ





なされている｡ 2010. 3. 10 付 No.200
15 櫻井善行 [2007]
16 トヨタ自動車健康保険組合が設立した老人保





大手企業の年間ポイント総額が､ 各 85000 円､










19 橘木俊昭 [2005] を参照のこと｡
参考文献








熊沢 誠 『新編日本の労働者像』 筑摩書房､ 1993
年
日本経済団体連合会､ ｢課題解決型の福利厚生の実




労務研究所 『旬刊福利厚生 No. 2048』 2010 年 6
月 28 日
櫻井善行 ｢戦後日本における ｢企業福祉｣ 研究｣､
社会理論研究第 5号､ 千書房､ 2004 年






対応すべきか』 中央公論新社､ 2005 年
渡邉正裕､ 林克明 『トヨタの闇』 筑摩書房､ 2010
年
中京企業研究76
